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個人住民税所得割の納税義務者について
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○ 個人住民税所得割の納税義務者は、賦課期日（1月1日）において、「市町村内に住所を有

する個人」とされている。（地方税法２９４①）

→ 納税義務は国籍に関わらず住所の有無によって決定される。

○ 地方税法（抄）
第二百九十四条 市町村民税は、第一号の者に対しては均等割額及び所得割額の合算額によって、第三号の者に対しては均等割

額及び法人税割額の合算額によって、第二号及び第四号の者に対しては均等割額によって、第五号の者に対しては法人税割額
によって課する。
一 市町村内に住所を有する個人
二～五 （略）

２～９ （略）

○ 「市町村内に住所を有する個人」とは、住民基本台帳法の適用者については、住民基本

台帳に記録されている者とされている。（地方税法２９４②）

→ 住民基本台帳法によって住所を認定

○ 地方税法（抄）
第二百九十四条
２ 前項第一号の市町村内に住所を有する個人とは、住民基本台帳法の適用を受ける者については、当該市町村の住民基本台

帳に記録されている者をいう。
３ 市町村は、当該市町村の住民基本台帳に記録されていない個人が当該市町村内に住所を有する者である場合には、その者

を当該住民基本台帳に記録されている者とみなして、その者に市町村民税を課することができる。この場合において、市町村
長は、その者が他の市町村の住民基本台帳に記録されていることを知つたときは、その旨を当該他の市町村の長に通知しなけ
ればならない。

４～９ （略）



個人住民税における出国者等に対する課税上の取扱い①

【ケース１】所得を得ていた者が年の途中に出国し、翌年の１月１日に住所を有しない場合
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平成30年度個人住民税
検 討 会 報 告 書
一 部 加 工

○ 個人住民税は、前年の所得に対して賦課期日である翌年の1月1日に住所のある者

に対して課税されるため、所得を得ていてもその翌年の1月1日に国内に住所がない

場合は課税されない。

H29.1/1 9/30
（出国）

H30.1/1
賦課期日

個人住民税：賦課期日に住所がないため課税されない。

所 得

住所あり 住所なし



個人住民税における出国者等に対する課税上の取扱い②

【ケース２】前年中に所得を得ていた者が、賦課期日後に出国した場合
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平成30年度個人住民税
検 討 会 報 告 書
一 部 加 工

○ 国籍に関わらず、賦課期日時点の住所の有無により納税義務は確定するため、出国

した場合においても、その納税義務は消滅しない。

→ 賦課期日後に納税義務者が国外へ転出する場合は、納税管理人に納付を委任する

ことが原則。

H29.1/1 納税通知書H30.1/1
賦課期日

賦課期日に住所があるため課税される。

住所あり 住所なし

3/31
（出国）

出国前までに納税管理人を定める 納税管理人が納税

所 得



在留外国人数の推移と我が国の総人口に占める割合の推移

5（出典）出入国在留管理庁 『2024年版「出入国在留管理」日本語版』

○ 在留外国人数については、近年増加傾向であり、2023年末においては、約341万人と

なっており、過去最高となっている。



外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和７年度改訂）（令和７年６月６日）（抄）

５ 共生社会の基盤整備に向けた取組
（１）現状及び課題
イ 社会制度等の知識習得のための仕組みづくり
・ 外国人の中には、日本の文化・習慣、税や社会保障等の社会制度に対する理解が十分でないた
め、意図せず公的義務を履行していなかったり、必要なサービスを享受できなかったりする人も
存在する。

外国人が我が国の文化や習慣、税や社会保障等の社会制度を十分に理解し、習得するための
仕組みづくりが重要である。

（２）具体的施策
エ 共生社会の基盤整備のための情報収集強化及び関係機関間の連携強化等
○ 個人住民税の滞納対策として、給与支払者に徴収・納入をさせる特別徴収を促進することが
必要との観点から、地方公共団体と連携して、特別徴収の適切な実施のための事業者に対する
周知を図る。

また、出国する納税義務者に支払われるべき給与から未納税額を一括徴収する制度及び納税
義務者の納税に関する一切の事項を処理する納税管理人の制度について、引き続き、企業や納
税義務者たる外国人に対する周知を図る。〔総務省〕《施策番号177》
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多言語パンフレット（外国人本人向け）
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※５か国語対応



多言語パンフレット（外国人を受け入れている事業者向け）
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※４か国語対応



個人住民税における納税管理人制度

○ 納税義務者が国外に居住するなど、納税義務を負う市町村内に住所等を有しない場合には、
納税に関する一切の事項を処理させるため、納税管理人を定めることとされている。

○ ただし、当該納税義務者に係る市町村民税の徴収の確保に支障がないことについて市町村長
に申請し、その認定を受けた場合には、納税管理人を定めることを要しない。
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＜具体的な事例＞（市町村からの聞き取り）

① 納税管理人を定めている場合の管理人の具体例
・ 納税義務者の親族、知人
・ 司法書士、弁護士、会計士、税理士、不動産管理会社 など

② 納税管理人を定めることを要しないとして認定を受けた場合の具体例
・ 口座振替している場合
・ 出国前に全額納付する場合
・ 特別徴収が継続される場合 など

○地方税法（抄）

（市町村民税の納税管理人）

第三百条 市町村民税の納税義務者は、納税義務を負う市町村内に住所、居所、事務所、事業所又は寮等を有しない場合において

は、納税に関する一切の事項を処理させるため、当該市町村の条例で定める地域内に住所、居所、事務所若しくは事業所を有す

る者のうちから納税管理人を定めてこれを市町村長に申告し、又は当該地域外に住所、居所、事務所若しくは事業所を有する者

のうち当該事項の処理につき便宜を有するものを納税管理人として定めることについて市町村長に申請してその承認を受けな

ければならない。納税管理人を変更し、又は変更しようとする場合においても、また、同様とする。

２ 前項の規定にかかわらず、当該納税義務者は、当該納税義務者に係る市町村民税の徴収の確保に支障がないことについて市

町村長に申請してその認定を受けたときは、納税管理人を定めることを要しない。

平成30年度個人住民税
検 討 会 報 告 書



企業を退職等した場合の給与からの特別徴収の事務の流れ 平成30年度個人住民税
検 討 会 報 告 書

 ◎給与の支払を受けなくなった後の月割額（未徴収税額）を一括徴収する場合は、次の欄にも記載してください。

特別徴収義務者

指定番号

連絡先の氏名及

び所属課、係名

並びに電話番号

　　　　　　　　　　課　　　　　　係

氏名

（電話番号　　　　　　　　　　　）

個人番号

又は法人番号

異 動 者 印 ・ 円 

一括徴収の理由

給与の支払
を受けなく
なった後の
住所

新しい勤務
先の名称及
び所在地

個 人 番 号

・ 円 円

・ 円 

１．

２．

　異動が平成　年12月31日ま
でで、申出があったため
　（　　  月　　 日申出）

　異動が平成　年１月１日以
後で、特別徴収の継続の希望
がないため

月 日 ( ウ ) と 同 額 ）

円

２．

住所（居所）
又は所在地

氏名又は名称

月から

月まで

円 １．

２．

３．

４．

５．

６．

・　・
円

税 額 の 徴 収

円

徴収予定

　
※
　
市
町
村
記
入
欄

徴 収 予 定 徴 収 予 定 額
徴収予定額 合 計 （ 上 記

退 職

転 勤

休 職

長 期 欠 勤

死 亡

そ の 他

１． 特別徴収継続

一 括 徴 収 控 除 社 会
保 険 料 額３． 普 通 徴 収

（理由　　　　）

円

異 　動
年月日

特別徴収税額

（年税額）
徴収済額 未徴収税額

（ア）－（イ）

第
十
八
号
様
式
（

用
紙
日
本
工
業
規
格
Ａ
４
）
（

第
十
条
関
係
）

給 与 支 払 報 告
特 別 徴 収 ※市町村

　処理欄

給
与
支
払
者

義
務
者

特
別
徴
収

市町村長殿

平成　　年　 月 　日提出

給 与 所 得 者

異動の事由
退職時ま
での給与
支 払 額

（ア） （イ） （ウ） 異 動 後 の 未 徴 収
受給者番号
〔整理番号〕

氏　名

に係る給与所得者異動届出書

○給与所得者異動届出書（退職後に給与支払者が市町村に提出）

前年
1月

所得発生

1月 ５月 12月

賦
課
期
日

特
別
徴
収
税
額
通
知

退
職特別徴収 残税額について、

以下の方法により徴収

＜普通徴収の場合＞

＜新しい勤務先において
特別徴収の継続を希望する場合＞

＜残税額を一括徴収する場合＞

通
知
書

納
税

普通徴収

भ
申
出

特
別
徴
収
継
続

税
額
通
知

特
別
徴
収

特別徴収

希
望

一
括
徴
収

★一括徴収
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中途退職者の特別徴収税額に係る残税額の一括徴収
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平成30年度個人住民税
検 討 会 報 告 書

以下①②の場合には、納税義務者に対して翌年の5月31日までの間に支払われるべき給与又は退職手当等の合計

額が残税額を超えるときは、特別徴収義務者は残税額を一括徴収しなければならない。

① 6月1日から12月31日までの間に退職等の事由によって特別徴収義務者から給与の支払を受けないこととな

り、かつ、納税義務者本人から翌月以降の残税額を特別徴収の方法によって一括徴収されたい旨の申出があった

場合

② 翌年の1月1日から4月30日までの間において特別徴収義務者から給与の支払を受けなくなった場合

○地方税法（抄）

（給与所得に係る特別徴収税額の納入の義務等）

第三百二十一条の五

２ 前項の特別徴収義務者は、前条の規定によりその者が徴収すべき給与所得に係る特別徴収税額に係る個人の市町村民税の納

税義務者が当該特別徴収義務者から給与の支払を受けないこととなつた場合には、その事由が発生した日の属する月の翌月以降

の月割額（前項の規定により特別徴収義務者が給与の支払をする際毎月徴収すべき額をいう。以下この項、次項及び第三百二十

一条の六第三項において同じ。）は、これを徴収して納入する義務を負わない。ただし、その事由が当該年度の初日の属する年の

六月一日から十二月三十一日までの間において発生し、かつ、総務省令で定めるところによりその事由が発生した日の属する月

の翌月以降の月割額を特別徴収の方法によつて徴収されたい旨の納税義務者からの申出があつた場合及びその事由がその年の

翌年の一月一日から四月三十日までの間において発生した場合には、当該納税義務者に対してその年の五月三十一日までの間に

支払われるべき給与又は退職手当等で当該月割額の全額に相当する金額を超えるものがあるときに限り、その者に支払われるべ

き給与又は退職手当等の支払をする際、当該月割額の全額（同日までに当該給与又は退職手当等の全部又は一部の支払がされな

いこととなつたときにあつては、同日までに支払われた当該給与又は退職手当等の額から徴収することができる額）を徴収し、そ

の徴収した月の翌月十日までに、これを当該市町村に納入しなければならない。



課題に対して考えられる対応策について

① 納税管理人及び一括徴収の更なる推進
賦課期日後、残税額のあるまま出国した納税義務者については、納税管理人及び一括徴収の制度が用意され

ている。これらについては、昨年度の検討会でも議論したところであるが、今後も制度の活用をさらに推進でき
ないか、引き続き検討するべきである。

② 納税意識の向上のための普及啓発や納税手段の拡大
在留外国人を多く抱える団体によれば、納税意識の違いから滞納が発生する場合も多いようである。これにつ

いては、国及び地方団体の地道な取組により、「地方税を納付しなくてはならない」という意識を持っていただく
必要がある。

③ 納税の実効性の確保について
現在、外国人労働者に限らず、特別徴収されている納税義務者が退職し、残税額がある場合には、通常、残税

額の一括徴収、普通徴収又は新たに給与の支払をする者となった者（所得税法における源泉徴収義務者）による
特別徴収の継続（納税義務者が退職後に再就職した場合で、特別徴収の継続を申出た場合のみ）により、残税額
を納付することになるが、その他の方法※によっても納税の実効性を確保することを検討するべきである。
※ 検討会報告書では、【繰上徴収】や【予納】を例として挙げている。

④ 外国人労働者の出国（転出）予定日等の的確な把握等について
転出届を提出せずに出国してしまう外国人労働者も存在する。課税主体である市町村にとって、転出届以外に

外国人労働者の出国（転出）予定日及び出国（転出）先を把握する手段がないのが現状である。 こうしたことから、
残税額についての督促状の送付や滞納処分等が適正に実施できないという問題がある。 これを解決するため、
関係機関間の情報連携をさらに密にするということも検討するべきではないか。

⑤ 現年課税化について
個人住民税は、賦課期日が１月１日、前年の所得に対して課されるものであるため、賦課期日後に、前年の所得

に係る個人住民税を完納せずに出国する者が存在することになる。 この問題については、本検討会でも毎年度
検討している個人住民税の現年課税化が実現すれば解決されうるものと考えられるが、その実現には、地方団
体及び企業の負担等様々な課題があり、長期的に検討する必要がある。 こうしたことも踏まえ、外国人等に対す
る個人住民税の賦課徴収については、現年課税化の検討状況も参考にしながら進める必要がある。 12

令和元年度個人住民税
検討会報告書(一部抜粋)



国会答弁における議論の状況（令和７年６月18日 参・本会議）
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（里見隆治議員（公明））
先般、行政監視委員会でも総務大臣に質問しましたが、外国人労働者が在留期間を終

えて帰国した際に、翌年納付すべき住民税が未納となるケースが多発していると聞い
ています。これでは不公平感を助長することになりかねません。総務省では、その実態
を把握できていないとのことでしたが、実態解明の上、早急に対応策を講じるべきと考
えます。総務大臣のご所見をお伺いします。

（総務大臣）
最後に、出国した外国人の方の個人住民税の徴収について、質問がありました。外国

人の方の中には、地方制度を含め、日本の社会制度に対する理解が十分でないため、
意図せず公的義務を履行できていない方も存在していると考えております。そうした外
国人の方に、地方制度を十分に理解していただくことが重要と認識しております。
そのため、引き続き、外国人の方に対する制度の周知に努めるとともに、現在、自治

体の実情の把握を進めております。
その上で、ご指摘も踏まえ、必要に応じて、どのような対応策がありうるのか、徴収実

務を担う自治体の意見も聞きながら、検討する必要があると考えております。



出国者（特に外国人）に係る個人住民税の調査概要

＜主な調査項目＞

① 個人住民税の滞納件数、滞納税額（出国者及び出国者のうち外国人）

② 各制度の活用状況

・ 納税管理人制度の活用件数

・ 給与所得に係る特別徴収税額の一括徴収制度の活用件数

③ 外国人等への周知広報の取組

④ その他出国者に係る個人住民税についての取組
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○ 在留外国人数が増加傾向にある中で、特に出国者（外国人を含む）に係る個人住民税について
は、納税管理人制度や給与所得に係る特別徴収税額に係る一括徴収制度を活用せず、徴収が困
難となる課題が生じている。

○ こうした状況の中、総務省においては、出国者（外国人含む）に係る個人住民税について、まず
は地方団体の実情を把握するため、すべての市区町村を対象とする調査を実施している。


